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大阪・関西万博開催についての請願及び質問書 
 

【請願趣旨】 
１．政府は万博開催を中止し、石川県など被災地支援に全力を傾注すべきである 
（１）今年１月１日に石川県能登地方を震源とした能登半島地震が発生してから約９カ月が経過した。８月

時点で死者３４１人(うち災害関連死は１１２人)とされ、特に石川県でその被害は深刻であり輪島市、珠

洲市、穴水町、能登町など７月９日現在で死者数は２９９人である。また全壊家屋は６,２７３棟。全体の被

害は１２３,０９９棟に及んでいる。石川県は、災害廃棄物の推計値を平時のごみ排出量の約７年分に相

当する約２４４万トンになると見通しであると公表した。 

このような状況下で政府は震災からの復旧に全力を注ぎ込むことをせず、震災から９カ月を経過するも

未だに道路や水道管などのインフラの復旧と整備、住居の再建は大きく遅れていた。 

（２）そして９月２１日、石川県登半島地域を中心に線状降水帯が発生し、今度は豪雨による甚大な被害が

石川県を襲った。土壌補修作業の進んでいない家屋周辺の山裾、整備の遅れたひび割れた道路、地

盤の緩んだ河川堤防などは、これに耐え切れず輪島市と珠洲市では約１２の河川が氾濫し、道路・仮設

住宅を含む居住地は冠水。多くの死者を数えた。 

これらは「１０００年に一度の大雨被害」というだけのものではなく、地震による復旧作業を遅らせてきた政

府による人災である。復旧工事の遅れが被害を拡大させ、住民の努力を無に帰し、希望を奪った。 

（３）当初、能登半島地震の被害状況の深刻さから、震災被害の復旧を優先し２０２５年予定の日本国際博

覧会（大阪・関西万博）を中止または延期すべきであるという意見が出されていた。 

１月１６日には、経済安全保障担当大臣の高市早苗氏が、岸田首相に被災地の物資や人材が不足して

いることを理由として万博を延期すべきという意見を伝えた。 

３月４日には、石川県河北郡内灘町議会で「能登半島地震被災地の復興のため、大阪・関西万博の再

検討を求める意見書」が採択された。【別記 資料１】参照 

ここでは、 

「能登地区全体では今も広範囲で断水が続き、避難生活は長期化すると見込まれている。早期に現地

の復興を進めるために、人的・物的・経済的支援の強化・充実が必要であることは言うまでもない。能登

半島地震被災地の復興が急がれる中、限られた予算、人手・建築資材を６か月限りの万博に使うことの

是非について、中止・延期も視野に入れた再検討が必要である。能登半島地震により、多くの人々が現

在も困難な避難生活を余儀なくされる中、政治の最優先課題は被災地復興である」 と述べられ、 

１．能登半島地域の被災地復興のため２０２５年の大阪・関西万博開催計画を見直し・再検討すること。 

２．当面、万博に当てられていた国費・物資、労働力を、能登半島地震の被災地復に集中させること。 

が、要求されていた。 

しかし政府は、被災現地自治体議会の意見書・決議を重要視することもなく、「被災地復旧は万博準

備には影響しない」とし、延期・中止について十分な検討さえしなかった。岸田首相は、２月の国会で「復

興に具体的な支障が生じるとの情報には接していない」とし、経済産業省は「ゼネコンや石川県からは万

mailto:yama09085363170@gmail.com


2 

 

博のために被災地で資材不足が起きているとは聞いていない」と、大阪・関西万博の延期や中止の必要

はないとの立場を明らかにした。 

吉村洋文大阪府知事は、「二者択一しなければならない関係にはない」と切り捨て、万博協会も日本

建設業連合会も万博関連工事を止めようとはしなかった。さらに日本維新の会に所属する馳浩石川県

知事も、万博は予定通りに開催すべきと主張した。 

（４）しかし実際には、万博建設工事が能登半島地震被災地の復旧・復興に大きな支障を生じさせているこ

とが各方面から指摘されていた。日本建設業連合会の発表でも万博工事の影響により、セメントや高圧

ケーブルなど３０超の資材・設備の需給が切迫していること、また建設・土木関係従事者・作業員の不足

と争奪戦激化が報じられていた。能登半島で仮設住宅建設に携わる関係者からは、“資材不足で工事

開始が遅れるなど復興は順調とは言えない。万博には複雑な思いがある”と言われていた（『東京新聞』

３月１０日）。現在もそれは変わっていない。 

（５）石川県民をはじめとする被災地住民は、国、自治体、万博協会などから生きる権利を奪われたのであ

る。日本国憲法の三原則に「基本的人権の尊重」が謳われている。人は生うまれながらに人間らしく生い

きる権利を持っている。憲法第１１条では、基本的人権は誰からも侵害されない永久権利として全ての人

に与えられていることを定さだめている。また憲法第２５条は、健康で文化的な最低限度の生活を営む

権利を有すること、また国はこれを保障するために社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進

に努めなければならないと規定している。憲法は生存権を認め、国家に生活保障の義務を課している。 

（６）万博工事を中止し、被災地支援に力を入れることはイデオロギーの問題ではない。憲法を遵守するこ

とのできる政府であるか否かの極めて重大な問題であり、判断である。 

岸田内閣総理大臣、及び斎藤経済産業大臣は、被災地である石川県をはじめ、この日本で生活する

全ての人々の命と生活、財産を守る義務がある。万博開催を中止し、被災地支援に〝ヒト・モノ・カネ〟

のすべて注がなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．安全性が確保されない夢洲(ゆめしま)での万博工事は中止しなければならない 
（１）被災地への対策が遅れる一方、わずか半年で終わる万博にはＩＲ・カジノ誘致を含めた関連インフラ整

備を併せると総額１０兆円を超えるといわれる資金が投入されている。「いのち輝く未来社会のデザイン」

を万博のテーマにしておきながら、今、現実に奪われている被災者の命を切り捨てている。 
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万博やＩＲ・カジノの誘致が、一部のグローバル企業やゼネコン、カジノ事業者の利益のためのもので

あるにもかかわらず、それを隠し、「社会全体の利益」をもたらすかのような幻想と宣伝で糊塗し推進され

ることがあってはならない。一部の企業利益を政府や自治体が促進することが「未来社会のデザイン」で

あってはならない。 

（２）万博会場である夢洲は「埋立地」であり行政用語では「北港処分地」である。巨体集客施設を建設す

る適地ではない。危険であり、人命を危機に陥れることになる。 

➊危険性１…軟弱地盤と液状化  

▸大阪湾海底は、軟弱地盤であることが明らかになっている。多くの識者が軟弱地盤である大阪湾の埋立

地・夢洲での万博、ＩＲ・カジノ事業など巨大集客施設の建設に対し、危険性を指摘している。また政府

の地震調査委員会(２０２３年１月発表)では、南海トラフ大地震（マグニチュード８～９級）発生確率につ

いて、１０年以内３０％程度、２０年以内６０％程度、３０年以内７０～８０％、５０年以内に９０％程度もしく

はそれ以上としている。８月８日に発生した日向灘の地震については、南海トラフ地震情報として初めて

「巨大地震注意」が発表された。 

▸しかし、このような中で日本国際博覧会は死者３２万人の可能性がある南海トラフ大地震についての影響

を過小評価している。２０２３年１２月に公表された「２０２５年日本国際博覧会 防災基本計画（初版）」で

は、液状化予測について「（夢洲１区・２区の万博）会場の大部分は液状化が起こらない想定となっている」

と結論している。危険度が色分けされた「予測マップ」でも、夢洲の海側の多くは「危険なし」となっている。 

さらに南海トラフ大地震が起きたときでも、夢洲は「満潮時の津波予想高さに対して５ⅿ以上の嵩上げを

行っている」「夢洲への浸水被害は夢洲周辺部に限られる」と、ほとんど被害がないとした（隣接するユニ

バーサルスタジオは１～２メートルの津波被害ありとしている）。 

▸一方、隣接するＩＲ・カジノ建設予定地(夢洲３区)では、大阪ＩＲ(株)による調査で液状化現象が起きる可能

性が明らかになり、大阪府市ＩＲ推進局も「液状化が起きる」として２０２３年１２月４日から大阪市の責任で２

５５億円の税金を使い土地課題対策工事（液状化対策含む）を開始した。同じ夢洲で隣接する万博会場

予定地(１区・２区)とＩＲ・カジノ建設予定地(３区)で、埋め立て状況は大きく異なってはいない。砂質土と粘

性土は交互に埋め立てられており、万博会場で液状化が起きないとする科学的根拠はない。同じ埋立地

である夢洲の隣接区域で、万博協会と大阪ＩＲ(株)の見解は真逆であり、ダブルスタンダードである。矛盾

する「夢洲の謎」である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

２０１８年１１月１７日 ５年前は水浸し ２０２４年２月７日 
 

１９８５年頃 大阪湾は軟弱地盤 
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▸２０２５年４月１３日の万博開幕まであと２００日ほどしかない。万博会場工区が「液状化する」と認めると、対

策工事が必要となり工期が大幅に遅れ、建設費も増額しなければならない。そのため「液状化しない」とし

て、現在の工事を進めている可能性も排除できないのではないかとの懸念が生じる。 

大地震が発生した場合、液状化対策の為されていない万博会場の各建築物や避難経路となる道路は甚

大な被害が想定される。建物倒壊の危険性も指摘されている。大屋根リングが傾いた場合、最上デッキに

いる入場者の安全確保は保障できない。 

➋危険性２…毒物による埋め立て区域  

▸夢洲は、行政用語では「北港処分地」である。 

国や自治体による「港湾公害防止対策事業」、 

「廃棄物処分場整備・管理事業」などにより、一 

般廃棄物・産業廃棄物・浚渫(しゅんせつ)土砂 

や、陸上残土・水底土砂などにより埋め立てら 

れてきた。浚渫土砂は毒物・有機物などが混入 

したヘドロである。夢洲１区には毒物であるＰＣ 

Ｂ（中程度のＰＣＢ含有の土、３㎥の袋詰めで１ 

万袋）が埋め立てられており「立ち入り禁止区 

域」指定されている。また夢洲からは他にも、フ 

ッ素・ヒ素・クロム・ダイオキシンなどが検出され 

ている。さらに橋下市政時代には、東日本大震 

災に伴う福島第一原発爆発事故によって膨大 

に生み出された放射性物質が付着した３万６千 

トンのもの災害廃棄物(がれき)の焼却灰も埋め 

立てに使用され、セシウムも検知されている。 

  

▸参考 「日本国際博覧会開催に係る使用貸借契約書」抜粋 

①大阪市が万博協会に無償で使用させるのは夢洲 1 区廃棄物埋立完了区域の「表層」である。（第１条） 

②契約書に添付している物件調書では、「表層」の下に第１層（水面下１０ｍまで）、第２層、第３層にわたっ

て「廃棄物埋立部」がある（大阪市工事部分） 

③万博協会は、先述の「表層」の上に「盛土」を行い、その上に「工作物等」を整備する。（第２条） 

④万博協会は、物件調書に適合しない場合があることを承知の上で本契約を締結する（第７条 契約不適

合責任） 

※「契約不適合責任」の部分も使用貸借契約書と賃貸借契約書では記述が異なっている。普通、賃貸

借契約の場合は貸主が契約不適合責任を負うが、この賃貸借契約書ではそうはなっていない。そのう

えで「ただし…限りではない」と付記。 

⑤万博協会が盛土に用いる土壌は、夢洲内で発生する汚染土壌を扱う（第１８条）。 

※驚くべきことに、そのため「飛散防止の措置を講じなければならない」とか「万博協会は…土壌汚染の

把握に努め、人に健康の被害が生じないように努めなければならない」など記されている。健康被害
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が発生する恐れがあることを認めている。 

⑥「物件調書」の２４の「特記事項８」に「万博協会が盛土を行うために搬入した土壌は、いかなる理由があ

っても、夢洲１区から搬出してはならない」とある。 

※ＩＲ説明会では、ＩＲ推進局が毒物などが拡散されないよう、〝工事車両は工区を出る際にタイヤなどを

洗浄している〟と回答している。やはり「立ち入り禁止区域」に指定されている夢洲は危険なのである。 

▸以上のように、大阪市が３層にわたって廃棄物を埋め立てた上にさらに、万博協会が汚染土壌で盛土を

したのが夢洲１区である。現在、万博建設工事現場で働く労働者はこうした危険な場所で働いている。

労働環境について適法性が確保されなければならない。また万博開催期間中は駐車場や休憩所となり、

万博招待事業で子どもたちが必ず通る場所である。教育員会、学校が判断材料として予め知っておく

べき情報であるが、大阪府教育庁はじめ行政は万博協会に丸投げしている。子どもたちすべての命と健

全な成長を計るべき責任を持つ国と教育行政の無責任な対応は許されない。 

➌危険性３…有毒ガス発生とメタンガス爆発火災事故対策  

▸１区には、有毒な焼却灰や飛灰、浚渫土砂など８６０万トンが埋め込まれ、現 

在もメタンガスを発生させている。夢洲工事現場には、８３本ものガス抜き管が 

設置されている。地上に長く突き出したものの他短いものもある。確認すると 

「短いものは地盤沈下したため地中に沈んでいる」とのことであった。 

▸また検知されているのはメタンガスだけではない。６月２４日に万博協会が公 

表した「メタンガス等に関する会期中の安全対策について(メタンガス等に関す 

る会期中の安全対策（概要）／メタンガス等に関する会期中の安全対策／万博 

会場内におけるメタンガス等の検知状況)によれば、多くの場所でメタンガス、 

一酸化炭素、硫化水素、アンモニア等が検知されている。 

・メタンガス…地下ビットで６６６回検知。うち基準値以上は８１回。屋内で３回検 

知。西エントランスＡ、西エントランス東、西ゲート施設東２屋内で各１回検知。 

パビリオンエリアでも｢大催事場｣で１回検知。｢電気通信設備部分(メタンは静 

電気でも引火)｣では６回検知。うち１回は基準値以上。 

・一酸化炭素…地下ビットで１１８１回検知。うち基準値以上は１０ 

６５回。屋内検知１２８回、うち基準値以上は３回。 

・硫化水素…地下ビットで４９９回検知。うち基準値以上は２２５回。 

・二酸化炭素…地下ビットで１１７回検知。うち基準値以上は２６回。屋内 

で６５回検知。 

・アンモニア…地下ビットで１０９回検知。屋内で４１回検知。 

※有毒ガスの検知合計…３３６５回、うち基準値を超えたものは 

１４０２回もある。 

※パビリオンエリアでは、一酸化炭素、硫化水素、二酸化炭素、 

アンモニアについて、測定していないのか結果の記載なし。 

▸汚染され、メタンガスなど有毒ガスが噴出する「立ち入り禁止区 

域」指定されている夢洲に、万博やＩＲ・カジノなど巨大集客施 

設を誘致しようと考えたことが、根本的な誤りである。 

▸３月２８日、万博工事が進められている夢洲１区ＧＷエリア屋外イ 

ベント広場 東トイレでメタンガスによる「爆発火災」事故が発生し 

た。１００㎡ものコンクリートの床が吹っ飛び、地下ピット入口の鉄 

製扉がもひん曲がり、天井まで破損する大事故である。地中ピッ 

トに発生したメタンガスにバーナーの火が引火したことが原因とさ 

れた。労働者に負傷者が出なかったことは奇跡である。 

この事故の発生時、万博協会は消防署への通報を４時間半の遅 

らせた。また事故現場写真を当初１枚しか公開せず、現場作業員 

がＳＮＳの上げた後、｢隠ぺいしたので話すか｣との世論に押され 

５月２７日なって複数の写真を公開した。事故隠しの実態が明らかになった。 
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(左)最初に公開された写真。 

(中)折れ曲がった鉄扉。   (右)天井 2.5ｍ×2.85ｍにはいくつものへこみ。飛ばされたコンクリート片による穴も２か所。 

 

▸４月１９日、万博協会は記者会見を行い 

「工事業者がガス検知を怠ったことが原 

因」として責任を施工業者に押し付けた。 

そして、「ガス検知器で測定する場所と頻 

度を増やす」と対策にもならない対応の 

みで、４月２２日から工事を再開した。 

しかし、夢洲１区は元々有毒物質やメタン 

ガスが発生することから「立ち入り禁止区 

域」に指定されていたのである。 

「用地が足りない」と当初の計画を変更し 

１区を万博会場の敷地とした万博協会に 

その根本的な責任がある。 

▸万博協会の藁田博行整備局長は、「(万 

博)開催期間中に建物にガスが入ってこないようシートを敷く…地下ピットから配管でガスを抜けるように設

計」と答え、メタンガスの発生を前提として危険を承知で万博工事を強行し、是か非でも開幕に間に合わ

せようと突貫工事を進めている。 

▸しかし、稲積真哉芝浦工業大学教授(地盤環境工学)は、「メタンガスの原因である有機物(ごみ)は夢洲の

地盤の下にランダムに存在している。地下水の流れにのって隣のポイントから移動してくることもある。そ

こにいる我々はメタンが出ているのかどうかわからない」と指摘する。安全性は確保されてはいない。 

 

万博事故現場とガス抜き管の敷設 【７ページ図】 参照 

大阪広域環境施設組合(＊)提供。メタンガス爆発があった万博用地「夢洲１区」のガス抜き管配置図最新

版。(図面右側が北東方向、左側が南西方向)。 

・メタンガス爆発現場は図面の左上★印。小さな文字「１８G１」の右側。 

・赤や緑の線はガスを抜くために地中に埋められた横管（図面欄外…「ガス誘導施設」と記載）。 

・赤が地表面から８０ｃｍ下に敷設されている。緑はその下の埋め立て層の上部分から８０ｃｍのところに敷

設。高さを違えて２重に配置している。平衡に並ぶ横管の官官区は約１００ｍ。 

・赤線や緑線の交差点が小さな●印…横抜き管を集めて空中拡散する縦管（「ガス抜施設」 ガス抜きの

管・煙突）。以前は７９本だったが４本追加されて８３本に。●印の横の数字の上２桁が西暦年を表す。例

えば「２２Ｇ４」なら２０２２年に作られたもの（当てはまらないものもある）。ガス爆発火災事故現場付近の

抜き管は、他に比してまばら。 

＊大阪広域環境施設組合は、大阪市、八尾市、松原市及び守口市から排出される一般廃棄物の焼却処

理・処分を共同で行うため、地方自治法第２８４条に基づき設置された特別地方公共団体(一部事務組

合)。 
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★ 

▸★印のガス爆発火災事故が起

きた現場には、メタンガスなど

の｢ガス抜き管｣が埋設されて

いない。ここではメタンガスが

大気中に拡散できていない。

大阪市環境局、大阪広域環

境施設組合へ問い合わせた

ところ、｢ガス抜き管｣が埋設さ

れていない理由として「表層

近く（赤の配管）は有機物を

ほとんど埋め立てていないか

ら、ガスの発生が少ないと予

測した」と回答している。 

▸これに関連して昨年１１月に国

会で福島みずほ参議院議員

が質問したとき、自見万博担

当大臣は、「ガス抜き管が敷

設され、大気拡散されている

ので、安全だと伺ってござい

ます」と、安全性が保たれて

いる趣旨を答弁した。しかし、

現実にはガス抜き管の敷設さ

れていない場所でガス爆発

事故が発生したのである。 

上図に平行線で記載された

ガス抜き管の間隔は、約１００

ｍである。安全性担保の根拠

は失われている。 
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◆｢夢洲カジノを止める大阪府民の会｣が万博協会ホームページに公開されているデータを基に９月４日に

作成した『６月有毒ガス検出結果』【別記 資料２】を参照していただきたい。ＰＷ（パビリオン）エリア、Ｇ

Ｗ（クリーンワールド）エリアでの有毒ガス検出結果をまとめている。基準値声も数多く報告され、計測器

の最大値を超え計測不能となった数も多い。また建物（屋内）でも有毒ガスは検知されている。 

この様な危険な環境で現場労働者は、日々工事作業を進めている。労働安全衛生法の適切な適用に

ついても調査を必要とする。同法第４章「労働者の危険又は健康障害を防止するための措置」には（事

業者の講ずべき措置等）として第２０条に「事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなけれ

ばならない」とし、２項に「爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険」が定められている。また

工事現場では、現在も土壌を掘り返し、毒物の混入した砂塵が舞い上がっている。セシウムなど放射性

物質も含まれている可能性も排除できない。メタンガス検知に劣悪な労働環境に置かれた、現場で働く

労働者の健康は守られない。本来であれば十分な安全確認の保障があるまで工事を止めるように、国

や大阪府市は、万博協会に工事停止を要求すべきである。 

◆また夢洲は、どこでもメタンガスが発生することも明らかにされている。万博建設予定地（２区）に隣接す

るＩＲ・カジノ建設予定地（３区）に地下鉄夢洲駅を作る工事が進められている。大阪市は当初、工事費を

約２５０億円と見込んでいたが、２０２０年の地質調査で軟弱地盤であることが判明。地盤沈下対策として

約４０億円を増額。さらに工事現場周辺でメタンガスの発生が確認され、真空状態で除去する必要に迫

られたため５６億円の追加費用が必要になり、結局２０２２年の段階で工費は約３４６億円まで膨らんだ。

４月９日、経済産業省博覧会推進室へ要請した際にも統括補佐・渡辺氏他５名が対応し、｢夢洲のメタン

ガスは、１０年経っても排出しつづける｣と述べている。最近になり、万博協会は、メタンガス対策費３０億

円超を含む８０～９０億円が建設工事費に追加計上することを明らかにした。 

◆万博協会がメタンガス濃度を報告しようとも、これを「安全対策」であるとは言えない。メタンガス濃度は測

定時から刻々と変化する。建屋から強制換気しようと、発生し続けている事実は変わらない。 

メタンガス爆発火災事故が発生したという事実は、南海トラフ大地震などの自然災害によって液状化現

象が起きた場合、建屋内地下ピットの防ガスシートの破損や地中から一気にメタンガスが噴出し大惨事

につながることも予見される。小さな地震でも、シートやコンクリート、アスファルトに亀裂が入り、ガス抜き

管の破損等によりメタンガスが漏れだす危険性も指摘されている。またガス抜き管の敷設避けていない

場所での有毒ガス、引火性ガスの地中内での蓄積と噴出、何らかの原因による引火爆発火災事故も決

してその危険性は排除できない。「液状化しない」として、現在の工事を進める万博協会の姿勢が問わ

れている。夢洲は、万博開催地として適地ではない。 

➍危険性４…杜撰な避難計画  

▸９月２日、万博協会は「防災実施計画」公表した。これによれば、緊急災害による避難時に橋梁・トンネル

などが使用不可であることを露呈し、船舶避難など現実的に不可能な内容であるといわなければならな

い。避難施設も建設せず、パビリオン・リング下を滞在施設として非難することなどあまりにひどい内容と

なっている。 

▸そもそも災害時に１日約１６～２２万人を想定する来場者の避難は出来ない。アクセスは「夢前トンネル」と

「夢舞大橋」の２ルートのみである。「夢咲トンネル」は「沈埋工法」で軟弱地盤の海底上に８つのブロック

を沈めて建設されているが、わずかな浸水によって仮に１台の車両が停止すれば８０６ｍの海底部分に

多くの車両が連なり渋滞することになる。停電が発生した場合、地下鉄も停車する。海底トンネル内に数

万人が閉じ込められる可能性があり、大変危険です。「夢舞大橋」もわずかな亀裂と段差で通行は不能

となる。 
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▸吉村大阪府知事は、「子どもたちを招待する」と言うが、安全性は確保されておらず、責任も取ることなど

できない。４月１８日に大阪市教育委員会と団体協議を行った際、「学校行事とするかどうかの（参加）決

定権は各学校」と述べている。聞こえは良いが、事故が起きても大阪府市は責任を取らないと言っている

も同然である。 

 この点については、文部科科学省に対して請願する。尚、「夢洲カジノを止める大阪府民の会」が、大阪

府内を中心とする学校関係者への情報提供を進めている。『大阪・関西万博での校外学習(修学旅行)

等シュミレーション』【別記 資料３】の「懸念されることがら」をお読みいただきたい。 

▸また夢洲のある大阪市此花区では、避難所に指定されている小学校で海抜ゼロメートル以上となってい

るところはわずか１カ所(しかも海抜４０ｃｍ)である。「夢洲は嵩上して大丈夫」という前に、周辺住民の避

難所整備が疎かになってはならない。 

 

大阪・関西万博の開催に関する予算がさらに増額されことなども懸念されているが、今回は「基本的人

権と生存権保障」、「命の問題」に焦点をあて、請願の趣旨とする。 

斎藤経済産業大臣は、直接の指導監督の責任を担っている。安全確保について、十分な理解を深め

万博協会に対してその確認をしなければならない。またそれが担保できるまで、工事を行なうことを許可し

てはならない。 

また岸田総理は、石川県など被災地・被災者の声をしっかりと受け止めなければならない。「聞く力」が

必要とされている。石川県の被災状況を考えるならば早急な復旧・復興を第一に優先課題とすべきであり、

万博開催などしている場合ではない。政府には万博を中止、若しくは延期してでも被災者の命と生活をま

もる責任がある。 

日本政府が、今すぐＩＲカジノのインフラ整備を含む万博開催のための工事を中止し、被災者支援・災害

対策を最優先に取り組む決断をすることを求める。 

以下、請願する。 

 

 

【請願項目】 
１．大阪・関西万博・ＩＲカジノを中止し、その予算、人的資源、物資・資材などを、能登半島地震被

災者の尊厳ある生活を取り戻すための復旧・復興支援などに充当し、国としてできるあらゆる
措置を行うこと。 
また今回の石川県能登地域をはじめとする豪雨被害による住民の生存確認と保障、被災地復
旧のため全力を尽くすこと。 

 
２．万博、ＩＲ・カジノなどでなく、市民の命と人権を守る防災対策を最優先課題として取り組むこと。

そのために税金・公費を使うこと。 
 
３．ＢＩＥ（博覧会国際事務局）と日本国際博覧会協会に、万博よりも能登半島地震・豪雨による被

災地支援を優先するために大阪・関西万博を中止とすることを早急に申し入れること。 
 
４．３月２８日、万博工事現場で発生したガス爆発火災事故の現場検証結果を再度見直し、適正

な再発防止策が確立するまで万博工事を即時中止とすること。 
 
５．併せて、以下の石川県能登半島被災地からの切実な要望を請願とする。尚、この要望は、９

月２１日の石川県登半島地域を中心した豪雨被害以前に聞き取ったものであることから、国に
おいては被災自治体からより具体的に要求を聴き取り、現場の声を尊重して支援策を講ずるこ
とを求める。 

 
万博を巡っては、国と大阪府市、経済界で分担する会場建設費が当初の１.９倍の２３５０億円に

膨らんでいるほか、入場券収入などで賄う運営費も増額しているとのことです。 
被災地の声は、やはり「万博、IR はやめて被災地への資金、資材と人的支援を集中して欲しい」

に尽きます。万博 IR を中止し、以下の被災地復興を最優先してください。 
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（１）インフラの復旧 
 のと里山海道など主幹道路の修復が進められており、通行再開が報告されていますが、まだ一
部の道路や橋梁が復旧作業中であり、全面的な復旧には時間がかかるとみられます。当面、国道
２４９号線など、奥能登に帰還した住民の生活に不可欠な道路の復旧に全力をあげていただきた
い。 
 水道、電気、ガスなどのライフラインの復旧も進んでおり、多くの地域でサービスが再開されてい
ますが、特に被害の大きかった地域の小さな集落等では復旧が遅れています。きめ細かい情報の
収集と復旧作業を進めていただきたい。 
 液状化被害のあった地域の対策の検討が進められていますが、具体的対策の内容と計画を住
民に示し、可能な限り早期の復旧を完了していただきたい。 
 公費解体の進捗が遅いとの指摘があります。効率的に解体が進むよう、地元業者に拘ることなく
発注を行い作業の迅速化を図っていただきたい。 
 
(２)住宅再建と仮設住宅の整備 
 仮設住宅の建設が進行中であり、多くの被災者の仮設住宅への入居が進んでいます。遠隔地
のみなし仮設に住んでいる避難者の地元帰還と仮設住宅入居の新たなニーズを把握し、いずれ
復興公営住宅へと転換する長屋型や戸建て風など、必要なタイプの仮設住宅の建設を進めてい
ただきたい。また、仮設住宅に持ち込めない家財の保管場所の斡旋と経費の支援を行っていただ
きたい。 
 地元自治体は、住居再建のための支援制度を整備し、被災者の生活再建を支援していますが、
資材や人手の確保が課題となっています。信頼できる業者の紹介や、県外などの業者のかかり増
し経費の支援などの施策を進めていただきたい。 
 
（３）経済活動の再開 
 農業や水産業において、被害を受けた施設や設備の修復が進められており、徐々に生産活動
が再開されています。地元に帰って一次産業に従事する希望を持つ住民へ所得保障の仕組みを
設け、支援を強化していただきたい。また、新たな農林水産業従事者の掘り起こしにつながる施策
を進めていただきたい。 
 観光業は、観光施設や宿泊施設の修復が進み、徐々に再開の動きが見られます。観光客の呼
び戻しと開拓に向けたプロモーション活動をアグリツーリズム、ジオツーリズムなど多角的視点に立
って計画・実行していただきたい。 
 
（４）心理的・社会的支援 
 地元の医療機関や支援団体が心理的ケアを提供しており、被災者のメンタルヘルス支援が行わ
れています。今後ますます必要となる支援のためのＤＰＡＴ派遣などを検討していただきたい。また、
子どもたちの心に寄り添うスクールカウンセラーや高齢者の傾聴支援をさらに増員・充実していた
だきたい。 
 コミュニティの再建に向けた取り組みも進行中ですが、住民同士の連帯感を強化するイベントや
活動の企画運営への人的・物的支援や資金提供を行っていただきたい。 
 
（５）支援金や助成金の支払いについて 
 手続きをしても、支援金等が届いていないとの訴えが多くあります。被災者は今まさに、お金を必
要としています。事務処理のための人的支援などを進め、手続き完了次第、市町から支払いがで
きるようにしていただきたい。 
 
（６）防災対策の強化 
 今進めている地震の被害想定の策定を加速化し、各地域の想定に基づく防災計画の見直しに
着手していただきたい。 
 
（７）志賀原発の廃止 
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 北陸電力に対し、志賀原発の被害と復旧の見通しについて詳細に説明を求め、県の立ち入り調
査によって厳格に確認作業を行っていただきたい。 
 北陸電力および国関係機関とともに、志賀原発の今後の在り方について廃炉を視野に入れた検
討作業を進めていただきたい。 
 原子力発電所は停止中であっても過酷事故の可能性は否定できません。能登半島地震の被災
状況を踏まえ、原子力防災計画の抜本的見直しを行い、実効性ある避難計画と避難訓練の実施
を行っていただきたい。 
 
(８)創造的復興 
 県が策定した復興プランの実行には、住民の納得と理解が不可欠です。県民への周知のための
丁寧な広報と議論の場を提供し、集約された意見に基づく住民主体の復興となるよう、柔軟な計
画修正も念頭に丁寧に実施していただきたい。 
 
 
【質問事項】 
１．政府・経済産業省は、現在も万博開催のための工事が「能登半島地震の復旧・復興に具体的支障が

生じるものではない」との認識を持っているか否か。 

「支障をきたしていない」との従前の認識である場合、その根拠は具体的にどのようなものであるのか、明

らかにしていただきたい。また９カ月が経過しても能登半島地震の復旧が進んでいない現状と原因をど

のようの考えているのか明らかにしていただきたい。 
 
２．９月２１日の石川県登半島地域を中心した豪雨による被害は、能登半島地震によるインフラ整備や防災

対策事業の遅れにより、より甚大な被害に結びついたと考える。所見を求める。 
 
３．能登半島地震、また今回の能登地方の豪雨による被害について、早急な復旧・復興計画が求められて

いる。万博工事にいわゆる〝人・モノ・カネ〟を優先して注ぎ込むのではなく、被災地の復旧・復興に政

府として全力を傾注すべきと考える。万博工事は被災地の復旧・復興に支障なく進めることができるとす

る根拠は何か。所見を求める。 
 
４．３月２８日に起きた万博工事中のガス爆発火災事故について、質問する。 

①大阪市環境局は「（爆発のあった）１区以外でも浚渫土砂を使っているところがある」と指摘し、１区以外

でもガス爆発事故の発生する可能性を認識している。一方、万博協会は「他のエリアでは発生しない」と

説明している。尚、経済産業省は４月の要請行動で、夢洲全域でメタンガスは発生し続ける旨発言して

いる。政府、経済産業省はどのように捉えているか、所見を求める。 

②【資料２】にあるように、メタンガスをはじめ有毒ガスは基準値を超える濃度、若しくは測定器の最大値を

超え測定不可という結果に示されるよう、ガス爆発火災事故後も検知され続けている。基準値を超える

検知結果があった場合、一般的にその現場での工事は中止されるという理解で間違いないか。また所

管は厚生労働省と考えるが、万博開催事業に直接監督責任を負う経済産業省として労働安全衛生法

遵守の立場から、基準値を超える有毒ガス発生・検知時における工事中断についてどのような基準で現

場工事が進められているのか、その報告を受けたことはあるか。また労働安全衛生法は遵守されている

か明らかにしていただきたい。 

③現在、ガスバクタ発火災事故の後、万博工事が再開されている。【請願趣旨】で述べたように、「ガス抜き

管」の敷設されていない工事現場で爆発事故が発生した以上、自見万博担当相の国会答弁の根拠は

失われている。万博協会の「安全対策」は、「ガス検知」に重点を置くものであり完全に安全性が担保さ

れているとは言えない。今後、工事期間から万博開催期間を通じて、ガス爆発は絶対に起きないといえ

るのか、所見を求める。 

④ＢＩＥ（博覧会国際事務局）ケルケンツェス事務局長によれば、ガス爆発火災事故や期間中のＩＲ工事中

断について６月奈良市で開催された「ＩＰＭ（国際参加者会議）２０２４Ｓｕｍｍｅｒ」で、「初めて聞いた」と報

道されている。事実か。また事実であれば、ガス爆発火災事故から２カ月以上、ＢＩＥに情報を提供してこ

なかった理由はなぜか。明らかにしていただきたい。 
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５．大阪市・大阪ＩＲ株式会社はＩＲ・カジノ予定地である夢洲３区では調査の結果「液状化現象が起こりうる」

と判断し、土地課題対策工事を行っている。一方、万博協会は万博予定地となる夢洲１区・２区では「液

状化現象は起きない」とし、対策を取っていない。 

政府、経済産業省は、同じ夢洲の隣接区で判断名が異なることについて、どの様な見解を持っているか。

特に経済産業省は、万博協会のいう「液状化は起きない」とする見解について、独自に検証調査などを

行っていない。命にかかわる問題である。夢洲の隣接地区において大阪市・大阪ＩＲ株式会社と万博協

会の判断が異なるのであれば、科学的に検証しなければならない。検証調査を行っていない理由は何

か。以上、明らかにしていただきたい。 
 
６．万博協会は、夢洲の万博会場では南海トラフ大地震が発生した場合でも液状化は想定されないとして

いる。政府、経済産業省も同様の認識であるのか。所見を求める。 

また最近、「休憩所２(１８５５㎡)」を｢石のパーゴラ｣で建設することが明らかになった。９０～２５０ｋｇの石約

７５０個に穴をあけ鋼線を通し繋ぎ、高さ９．５ｍに｢天井｣のように吊り下げる。総重量は約９０ｔである。付

近は休憩所・トイレ・案内所・救護施設・警備センター・停留所・水遊び場であり、多くの人が集まる。南海

トラフ大地震情報として国は初めて「巨大地震注意」を発表したという経緯の中で、このような構造物こそ

危険をさらに増加させるものであると考える。所見をもめる。 
 
７．ＢＩＥ、日本国際博覧会協会からの万博期間中のＩＲ工事中断要請について、ＩＲ・カジノ事業者であるＭ

ＧＭ幹部は、工期が遅れ建設費も増大すると｢解除権｣の行使さえ口にし、難色を示していた。こうした中

で政府がＢＩＥ・日本国際博覧会協会と大阪府市・ＳＰＣ（大阪ＩＲ株式会社）との仲介・調整に入り、９月１０

日に首相官邸で岸田総理、関係閣僚、吉村知事などによる会合が行われた。条件付き(工程の調整、交

通、騒音、粉塵、景観の５つの項目について「杭打ち工事の約２カ月間延期」「騒音の少ない工法」「防音

シート設置」「工事車両台数の削減」「不測の事態が生じた場合の博覧会協会と国、大阪府・市、ＩＲ事業

者などの実務者連絡調整会議立ち上げ」など)で、万博期間中のＩＲ工事継続が確認された。またＳＰＣは

これに先立つ９月６日付けで大阪府・大阪市に対し、実施協定第９９条の２に定める事業前提条件の成

就・放棄について通知。同条に基づき「解除権(※)」の失効を確認している。 

※｢解除権｣…事業前提条件として７つ（税務上の取扱い、カジノ管理委員会規則、資金調達、開発、新

型コロナウイルス感染症、財務、重大な悪影響に関する条件）のうち、いずれかが成就していないと判

断する場合には、違約金なしで撤退できる（２０２６年９月末日まで）。 

①岸田首相に問う。会合にＳＰＣ関係者は出席していたのか。出席していた場合、その出席者は誰か。 

②またその会合において、カジノ管理委員会規則（ＳＰＣによるカジノ免許申請は灘行なわれていない）や、

「税務上の取り扱い」について何らかの話し合いは行なわれたか、明らかにしていただきたい。 

夢洲は「国際戦略総合特区における地方税の特例制度」の適用地区である。地方税（法人市民税、固

定資産税、事業所税、都市計画税）の特例制度を設け、地方税を５年間最大ゼロ＋５年間最大１／２軽

減できる。ＩＲ・カジノ事業者にこれを適用することなど、万博開催期間中の｢条件付き工事継続｣や「解除

権」失効の条件としたのではないかとの疑念がある。 
 
８．大阪府では万博への｢子ども招待事業｣が進められようとしている。これに先立ち、文部科学省は全国の

都道府県知事などに対し、万博遠足を促す通知を発している。これについて経済産業省として文部科学

省などへの情報提供を行っているか否か。明らかにしていただきたい。 

 また大阪府は、被災地・石川県からの万博への子ども受け入れ推進のため、石川県珠洲市教育委員会

に大阪府から希望する子どもの無料招待事業計画の働きかけず進められているという。この事実を把握

しているか。また他にもこのような事例はあるか。明らかにしていただきたい。 
 
９．今後、万博開催までにＢＩＥや日本国際博覧会協会と経済産業省の会合日程はどのように予定されて

いるか。明らかにしていただきたい。 

 

以上の【請願・要請】と【質問】の各項目について、１０月１１日(金)までに担当：山川まで文書による回答

をしていただくことを求める。 
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【資料１】 
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【資料２】 
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【資料３】 
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